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第５章 教育・保育及び地域子ども・ 

子育て支援事業の量の見込み 

と確保方策 
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１ 教育・保育提供区域の設定 

子ども・子育て支援法に基づく国の基本指針では、市町村は、地理的条件、人口、

交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供する

ための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して、地域の実情に応じて、保

護者や子どもが居宅より容易に移動することが可能な区域（以下「教育・保育提供区

域」という。）を定める必要があるとしています。子どもやその保護者が地域で安心し

て暮らせるための基盤として、教育・保育提供区域は、見込み量の算出や確保体制の

検討のほか、需給調整の判断基準となる基本単位となるものですが、保護者が居住地

の区域を越えて教育・保育サービスなどを利用することを妨げるものではありません。 

第１期計画では教育・保育提供区域の設定について、「区域を超えた利用があり、利

用実態や施設運営の状況と異なる恐れがあるため、市全域を１つの単位に設定し、そ

の上で事業によっては地域を考慮して確保方策を検討する必要があります。」としまし

た。 

本市においては、本計画の他方で、これまで基本的には小学校区ごとに施設を整備

する考え方で１２小学校区に公立保育園を１８園、児童館を１４館設置し、身近な地

域での子育て支援サービスの提供に努めてきました。 

この市の基本姿勢から考えれば、第２期計画では、教育・保育提供区域を小学校区

など複数設定することで、基本目標２の「身近な地域における助け合い・支え合いが

できるまち」の実現を目指すところですが、本市においては市制施行後５０年を経過

し、市全体で施設の建替え等についても検討する時期となっていることから、教育・

保育提供区域の複数設定については、今後も継続して検討するものとし、本計画では

市全域を１つの単位に設定することとしました。 

本計画における教育・保育提供区域は、１つの単位としていますが、第２期計画の

５年間の施策においては、小学校区など子どもや保護者が居住する身近な場所におい

て、教育・保育・子育て支援サービスが利用できる環境づくりを進めます。 
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２ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の量の推計の考え方 

（１）「認定区分」と「家庭類型」による事業の対象家庭の抽出 ● ● ● ● ●  

① 認定区分について 

年齢と保育の必要性（事由・区分）に基づいて、教育・保育給付認定における１・

２・３号認定に区分します。また、保育園の利用要件である「保育の必要性の事由」

について、次のとおり定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の事由により家庭において必要な保育を受けることが困難である状況に応じて

保育必要量を設けることになります。また、年齢で区分すると認定区分は、以下のと

おりとなります。 

 

 
保育を必要とする 保育を必要としない 

０～２歳 ３号認定 

保育標準時間利用（最長１１時間） 

       － 

保育短時間利用 （最長８時間） 

３～５歳 ２号認定 

保育標準時間利用（最長１１時間） 

１号認定 
教育標準時間利用 

（標準４時間） 
保育短時間利用 （最長８時間） 

 

 

 

  

以下のいずれかの事由に該当すること 

①就労 

・毎月６０時間以上就労（フルタイムのほか、パートタイム、夜間、居宅内労働等、基本的

にすべての就労を含む。）ことを常態とする場合 

②出産の前後  ③疾病等  ④介護  ⑤災害  ⑥求職活動  ⑦就学  

⑧虐待・ＤＶ  ⑨育児休業  ⑩その他 上記に類する状態として市町村が認める場合 
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② 家庭類型について 

特定教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業の見込み量を把握するためには、

１・２・３号の認定区分にそれぞれどれだけの家庭が該当するか想定することが必要

です。そのためにアンケート調査結果から、対象となる子どもの父母の有無、就労状

況から８種類の類型化を行います。 

類型化した区分を「家庭類型」と言い、“現在の家庭類型”と、母親の就労希望を反

映させた“潜在的な家庭類型”の種類ごとに算出します。 

 

       

        母親 

 

父親 

ひとり親 

フルタイム

就労 

（産休・育

休含む） 

パートタイム就労（産休・育休含む） 

未就労 
１２０時間 

以上 

１２０時間

未満６０ 

時間以上 

６０時間 

未満 

ひとり親 タイプＡ  

フルタイム就労 

（産休・育休含む） 

 

タイプＢ タイプＣ タイプＣ’ 

タイプＤ 

パートタ

イム就労

（産休・

育休含

む） 

１２０時間以上 

タイプＣ タイプＥ 

 

 

 

タイプＥ’ 

１２０時間未満

６０時間以上 

６０時間未満 
タイプ

Ｃ’ 
 

未就労 タイプＤ タイプＦ 

 

 

 
タイプＡ ：ひとり親家庭（母子または父子家庭） 

タイプＢ ：フルタイム共働き家庭（両親ともフルタイムで就労している家庭） 

タイプＣ ：フルタイム・パートタイム共働き家庭（就労時間：月 120 時間以上＋月 60～120 時間） 

タイプＣ’ ：フルタイム・パートタイム共働き家庭（就労時間：月 60 時間未満） 

タイプＤ ：専業主婦（夫）家庭 

タイプＥ ：パートタイム共働き家庭（就労時間：双方が月 120 時間以上＋月 60～120 時間） 

タイプＥ’ ：パートタイム共働き家庭（就労時間：いずれかが月 60 時間未満） 

タイプＦ ：無業の家庭（両親とも無職の家庭） 

育児・介護休業中の人もフルタイムで就労しているとみなして分類しています。 

  

保育の必要性あり 保育の必要性なし 
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（２）「量の見込み」を算出する項目 ● ● ● ● ● ● ● 

下記の１～１１事業については、全国共通で見込み量の算出を行います。 

 

【 教育・保育 】 
 

 
対象事業       （認定区分） 事業の対象家庭 

調査対象年

齢 

1 教育標準時間認定 
幼稚園 

認定こども園 １号認定 
専業主婦(夫)家庭 

就労時間短家庭 

３～５歳 

2 

保育認定 幼稚園 

２号認定 

共働きで幼稚園利用のみ希

望の家庭 

保育認定 
認定こども園 

保育園 
ひとり親家庭 

共働き家庭 
3 保育認定 

認定こども園 

保育園 

地域型保育 
３号認定 ０～２歳 

    

【 地域子ども・子育て支援事業 】 
 
 対象事業 対象家庭 対象児童 

4 延長保育事業 
ひとり親家庭 

共働き家庭 
０～５歳 

5 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 共働き家庭など １～６年生 

6 

子育て短期支援事業 

（ショートステイ） 

（トワイライトステイ） 

すべての家庭 
０～５歳 

１～６年生 

7 地域子育て支援拠点事業 すべての家庭 ０～２歳 

8 
一時預かり事業（幼稚園在園児対象の一時預かり） 

就労時間短家庭 

共働きで幼稚園利用のみ希

望の家庭 

３～５歳 

       （その他） ひとり親家庭・共働き家庭 ０～５歳 

9 病児保育事業 
ひとり親家庭 

共働き家庭 

０～５歳 

１～６年生 

10 
子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・センター事業） 
すべての家庭 

０～５歳 

１～３年生 

４～６年生 

11 利用者支援事業 すべての家庭 

子育て中の

親子(妊婦含

む) 

 

地域子ども・子育て支援事業には、上記以外に、「妊婦健康診査」、「乳児家庭全戸訪

問事業」、「養育支援訪問事業」、「実費徴収に係る補足給付を行う事業」、「多様な主体

が本制度に参入することを促進するための事業」があります。アンケート調査に基づ

き、量を見込むものではありませんので、国の動向や本市の実情を踏まえ、今後の方

向性を明記します。  



 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

64 

 

（３）「量の見込み」の推計方法のステップ ● ● ● ● ● ● ● 

見込み量の推計方法は、全国共通の算出方法が国から示されており、下記のフロー

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民のニーズに対応できるよう、新

制度では、潜在家庭類型でアンケー

ト回答者の教育・保育のニーズを把

握することがポイントです。 

〇現在パートタイムで就労している

母親のフルタイムへの転換希望 

〇現在就労していない母親の就労希

望 

～家庭類型の算出～ 

アンケート回答者を両親の就労状況でタイプを分類し
ます。 

 

～潜在家庭類型の算出～ 
ステップ１の家庭類型からさらに、両親の今後１年以内
の就労意向を反映させてタイプを分類します。 

～潜在家庭類型別の将来児童数の算出～ 
人口推計を算出し、各年の将来児童数と潜在家庭類型を
掛け合わせます。 

 

～事業やサービス別の対象となる児童数の算出～ 

事業やサービス別に定められた家庭類型等に潜在家庭
類型別の将来児童数を掛け合わせます。 

 

～利用意向率の算出～ 

事業やサービス別に、利用希望者数を回答者数で割りま
す。 

～見込み量の算出～ 

事業やサービス別に、対象となる児童数に利用意向率を
掛け合わせます。 
 

将来児童数を掛け合わせることで、

令和２年度（２０２０年度）から 

６年度（２０２４年度）まで各年度

の見込み量が算出されます。 

例えば、病児病後児保育事業や放課後

児童健全育成事業等は保育を必要と

する家庭に限定されています。 

本当に利用したい真のニーズの見極

めが重要です。 

タイプＡからタイプＦの８つの家庭

類型があります。 
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３ 教育・保育の量の見込みと確保方策 

（１）保育園、幼稚園等事業 ● ● ● ● ● ● ● 

【事業概要】 

保育園は、保護者が就労や疾病などにより、就学前児童を保育することができない

と認められる場合に、保護者に代わり保育を実施します。 

この他に、幼稚園、保育園の機能を備え、就学前の教育、保育、子育て支援サービ

スを総合的に提供する認定こども園があります。 

幼稚園は、義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして、幼児を保育し、幼

児の健やかな成長のために適当な環境を与えて、その心身を助長することを目的とし

ています。 

 

【現状】 

本市内には、令和元年（２０１９年）１０月時点で保育園２６園（公立保育園１８

園、私立の保育所１園、認定こども園１園、小規模保育事業６園）及び幼稚園５園が

あります。保育園・幼稚園の市内在住児童の入所状況について、保育園は、0歳、１・

２歳児童は増加傾向で、３歳以上は横ばいとなっています。幼稚園は著しく減少して

います。 

 

 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上保育が必要 
１・２歳 

保育が必要 

０歳保育が 

必要 教育希望

が強い 
左記以外 

対応施設 幼稚園 保育園 

平成２７年（２０１５年） 

１０月１日 
１，７４１ １，７４６ ７３８ １１０ 

平成２８年（２０１６年） 

１０月１日 
１，６８８ １，７２９ ７７４ １２２ 

平成２９年（２０１７年） 

１０月１日 
１，６３５ １，７５０ ８０９ １２９ 

平成３０年（２０１８年） 

１０月１日 
１，５１７ １，７１５ ８７３ １４７ 

令和元年（２０１９年） 

１０月１日 
１，５０６ １，７５２ ８８０ １４９ 
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【今後の方向性】 

保護者の就労状況や新制度による入所要件の緩和で、特に０歳児から２歳児までの

保育ニーズが見込まれます。 

量の確保に当たっては、民間保育事業者の施設整備に対する補助等により、保育の

受け皿の確保を図ってきましたが、引き続き、待機児童を生じないよう計画的な施設

整備や保育士の確保を行っていきます。 

また、２号認定の幼稚園への通園が見込まれ、子育て家庭のニーズに合わせた幼稚

園の預かり保育事業による対応が必要となることから、引き続き市内の幼稚園に継続

的な事業実施を働きかけます。 

 

【令和２年度（２０２０年度）】 

 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上 

保育が必要 １・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 教育希望 

が強い 
左記以外 

見込み量 １，１５５人 ２７７人 １，８４２人 ９７４人 ２１５人 

提
供
量 

特定教育・ 

保育施設 

保育園、幼稚園、 

認定こども園 
２５２人 ２，１３８人 ８９８人 １７２人 

確認を受け

ない幼稚園 

上記に該当しない 

※１を除く 
１，２５９人 － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模、家庭的、居

宅訪問型、事業所内

保育 
－ － １０７人 ４５人 

上記以外 
幼稚園及び預かり

保育（長時間・通年） 
２７７人 － － － 

合計 １，７８８人 ２，１３８人 １，００５人 ２１７人 

過不足分（提供量－見込み量） ６３３人 １９人 ３１人 ２人 
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【令和３年度（２０２１年度）】 

 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上 

保育が必要 １・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 教育希望 

が強い 
左記以外 

見込み量 １，１２１人 ２７７人 １，８２８人 ９７１人 ２２７人 

提
供
量 

特定教育・ 

保育施設 

保育園、幼稚園、 

認定こども園 
２５２人 ２，１３８人 ８７２人 １７２人 

確認を受け

ない幼稚園 

上記に該当しない 

※１を除く 
１，２５９人 － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模、家庭的、居

宅訪問型、事業所内

保育 
－ － １３３人 ５７人 

上記以外 
幼稚園及び預かり

保育（長時間・通年） 
２７７人 － － － 

合計 １，７８８人 ２，１３８人 １，００５人 ２２９人 

過不足分（提供量－見込み量） ６６７人 ３３人 ３４人 ２人 

 

 
 
 
 

【令和４年度（２０２２年度）】 

 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上 

保育が必要 １・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 教育希望 

が強い 
左記以外 

見込み量 １，０４７人 ２６７人 １，７４６人 ９９９人 ２３８人 

提
供
量 

特定教育・ 

保育施設 

保育園、幼稚園、 

認定こども園 
２５２人 ２，１３８人 ８４６人 １７２人 

確認を受け

ない幼稚園 

上記に該当しない 

※１を除く 
１，２６９人 － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模、家庭的、居

宅訪問型、事業所内

保育 
－ － １５９人 ６９人 

上記以外 
幼稚園及び預かり

保育（長時間・通年） 
２６７人 － － － 

合計 １，７８８人 ２，１３８人 １，００５人 ２４１人 

過不足分（提供量－見込み量） ７４１人 １２５人 ６人 ３人 
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【令和５年度（２０２３年度）】 

 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上 

保育が必要 １・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 教育希望 

が強い 
左記以外 

見込み量 １，００１人 ２６３人 １，７０６人 １，００７人 ２５０人 

提
供
量 

特定教育・ 

保育施設 

保育園、幼稚園、 

認定こども園 
２５２人 ２，１３８人 ８２２人 １７２人 

確認を受け

ない幼稚園 

上記に該当しない 

※１を除く 
１，２７３人 － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模、家庭的、居

宅訪問型、事業所内

保育 
－ － １８５人 ８１人 

上記以外 
幼稚園及び預かり

保育（長時間・通年） 
２６３人 － － － 

合計 １，７８８人 ２，１３８人 １，００７人 ２５３人 

過不足分（提供量－見込み量） ７８７人 １６９人 ０人 ３人 

 

 
 
 
 

【令和６年度（２０２４年度）】 

 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上 

保育が必要 １・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 教育希望 

が強い 
左記以外 

見込み量 ９７２人 ２６３人 １，６９４人 １，０１３人 ２６３人 

提
供
量 

特定教育・ 

保育施設 

保育園、幼稚園、 

認定こども園 
２５２人 ２，１３８人 ８０２人 １７２人 

確認を受け

ない幼稚園 

上記に該当しない 

※１を除く 
１，２７３人 － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模、家庭的、居

宅訪問型、事業所内

保育 
－ － ２１１人 ９３人 

上記以外 
幼稚園及び預かり

保育（長時間・通年） 
２６３人 － － － 

合計 １，７８８人 ２，１３８人 １，０１３人 ２６５人 

過不足分（提供量－見込み量） ８１６人 １８１人 ０人 ２人 
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４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

（１）延長保育事業 ● ● ● ● ● ● ● 

保育認定を受けた児童について、保育園等で通常の保育時間を超えて延長して保育

を実施する事業です。 

 

 
平成２７年度 

（２０１５年度） 

平成２８年度 

（２０１６年度） 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

平成３０年度 

（２０１８年度） 

利 用 者 数 ８７７人 ９４６人 １０２１人 ８８４人 

実 施 箇 所 数 １８か所 １９か所 １９か所 ２３か所 

 

※利用者数は、保育時間が１８時から１９時までの実利用者数 

※平成２７年度（２０１５年度）から利用者数を把握 

 

【アンケート等から捉えた現状と問題点】 

平日に利用している定期的な教育・保育事業では、「１８時台」から「１９時台」の

利用終了時間の割合は１８.７％となっています。一方で、「１８時台」から「１９時台」

の利用終了時間を希望する割合は２０.２％となっていることから、延長保育事業につ

いての潜在的なニーズはおおむね充足していることがわかります。 

 

【今後の方向性】 

延長保育事業対応のために保育士の配置をすることで、保育園の実利用定員分の提

供が可能であるため、長時間保育が子どもの負担にならないよう配慮しながら、延長

保育を行います。 

 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

見 込 み 量 ９７４人 ９７５人 ９６６人 ９６３人 ９６７人 

実 施 箇 所 数 ２９か所 ３１か所 ３３か所 ３５か所 ３７か所 

提 供 量 ９７４人 ９７５人 ９６６人 ９６３人 ９６７人 

過 不 足 

（ 提 供 量 － 見 込 み 量 ） 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人 
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（２）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） ● ● ● ● ● ● ● 

保護者が労働などにより昼間家庭にいない小学校に就学している児童を対象に、授

業が終わった後の遊びや生活の場などを提供し、指導員の活動支援のもと児童の健全

育成を図る事業です。 

 

 
平成２６年度 

（２０１４年度） 

平成２７年度 

（２０１５年度） 

平成２８年度 

（２０１６年度） 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

平成３０年度 

（２０１８年度） 

１ ～ ３ 年 生 ５９５人 ６２６人 ６５６人 ６６０人 ７１１人 

４ ～ ６ 年 生 ２１人 ５９人 ７６人 １０１人  ９４人 

計 ６１６人 ６８５人 ７３２人 ７６１人 ８０５人 

実施箇所数 １４か所 １４か所 １４か所 １５か所 １５か所 

１日あたりの平均利用者数 

 

【アンケート等から捉えた現状と問題点】 

「女性の年齢別就業率」は平成２２年度（２０１０年度）と２７年度（２０１５年

度）を比較して全体的に就業率が増加していることや、「就学児童保護者の小学校就学

後（低学年）の放課後に過ごさせたい場所」では、放課後児童クラブが平成２５年度

（２０１３年度）調査の３１.２％から平成３０年度（２０１８年度）調査では３７.８％

（公立・民立の合算）と６.６ポイント増となっており、「放課後児童クラブの状況」の

利用児童数増加に影響していると考えられます。 

また、「母親の就労意向（就労者の就労意向）」では、フルタイムへの就労希望の割

合が大きく伸びていることや、「母親の就労意向（未就労者の就労意向）」でも「１年

より先、一番下の子どもが、（ ）歳になったころに働きたい」では、平成２５年度（２

０１３年度）調査の５２.５％から平成３０年度（２０１８年度）調査では６０.１％と

７.６ポイントの増加が見られ、今後、放課後児童クラブの利用時間帯の変化や子ども

人口に対する放課後児童クラブの利用者数が増える可能性も示唆しています。 

一方、子ども人口は、「年齢別就学児童数の推移と推計」から、平成３０年度（２０

１８年度）の７，１７７人をピークに令和６年度（２０２４年度）の６，７００人ま

で年々減少傾向にあります。 

これらの状況から、保護者の放課後児童クラブの利用ニーズとしては高い数値を維

持もしくは増加しつつも、子ども人口の減少により放課後児童クラブの利用者数は令

和４年度（２０２２年度）の９０１人をピークに減少していく見込みです。 

しかし、前述のとおり利用時間帯の変化や子ども人口に対する放課後児童クラブの

利用者の割合が増えることは、ニーズの多様化に繋がるものと考えられます。  
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【今後の方向性】 

子どもが安全・安心に過ごすことができるように、利用時間帯の変化に伴う長時間

利用者に対応するため、開所時間が長い民間放課後児童クラブへの支援等の充実を図

ります。 

また、子ども人口に対する利用割合が高まることによるニーズの多様化に対応すべ

く、特別な支援を必要とする児童への配慮など、職員の研修内容等の充実を図ります。 

 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

見 込 み 量 
（ １ 年 ） ３１９人 ３１９人 ３３４人 ３２０人 ３０５人 

見 込 み 量 
（ 2 年 ） ２３８人 ２５３人 ２４２人 ２５３人 ２４３人 

見 込 み 量 
（ ３ 年 ） １９７人 １８６人 １８９人 １８１人 １８９人 

見 込 み 量 
（ ４ 年 ） ８７人 ９７人 ８８人 ８９人 ８５人 

見 込 み 量 
（ ５ 年 ） ３６人 ３６人 ３９人 ３５人 ３６人 

見 込 み 量 
（ ６ 年 ） ８人 ９人 ９人 ９人 ８人 

計 ８８５人 ９００人 ９０１人 ８８７人 ８６６人 

実 施 箇 所 数 １６か所 １６か所 １６か所 １６か所 １６か所 

提 供 量 １，４６０人 １，４６０人 １，４６０人 １，４６０人 １，４６０人 

過 不 足 
（提供量－見込み量） ５７５人 ５６０人 ５５９人 ５７３人 ５９４人 
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（３）子育て短期支援事業 ● ● ● ● ● ● ● 

保護者の疾病や仕事などにより、家庭における養育が一時的に困難になった児童に

ついて、施設で必要な養育を行う事業で、短期入所生活援助事業（ショートステイ事

業）と夜間養護等事業（トワイライトステイ事業）があります。 

 

（年間） 

 
平成２６年度 

（２０１４年度） 

平成２７年度 

（２０１５年度） 

平成２８年度 

（２０１６年度） 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

平成３０年度 

（２０１８年度） 

利 用 者 数 ２３人 ６人 ６人 １４人 ７人 

実 施 箇 所 数 ４か所 ４か所 ５か所  ５か所 ５か所 

 

利用者数は年間の延べ利用者数 

 

【アンケートなどから捉えた現状と問題点】 

「この１年間に、冠婚葬祭、家族の病気などの保護者の用事により、子どもを「泊

りがけで」家族以外にみてもらわないといけないことはあったか」の質問で、「あった

人」のうちの１年間の対処方法は、「ご自身や配偶者の親、親せき、友人・知人にみて

もらった（同居している場合も含む）」の割合が７７.８％と最も高くなっている中で、

「仕方なく子どもを同行させた」の割合が２２.２％となっており、家庭において養育

を受けることが一時的に困難になった子どもが潜在的にいることがわかります。 

 

【今後の方向性】 

子育て家庭において、一時的に養育困難になった児童を施設で必要な養育を行う事

業であるため、ニーズは限られているものの、必要な事業であり、今後も引き続き実

施します。 

（年間） 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

見 込 み 量 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 

実 施 箇 所 数 ６か所 ６か所 ６か所 ６か所 ６か所 

提 供 量 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 

過 不 足 

（提供量－見込み量） 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人 
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（４）地域子育て支援拠点事業 ● ● ● ● ● ● ● 

乳幼児親子の交流、親同士の情報交換や仲間づくりを支援するため親子が安心して

気軽に立ち寄れる場を提供するとともに、子育てに関する相談、情報提供、助言その

他の支援を行います。 

 

（月平均） 

 
平成２６年度 

（２０１４年度） 

平成２７年度 

（２０１５年度） 

平成２８年度 

（２０１６年度） 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

平成３０年度 

（２０１８年度） 

利 用 者 数 ５,９５６人 ６,９８５人 ７,２７０人 ７,８７１人 ７,９１９人 

実 施 箇 所 数 

（子育て支援センター） 
３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 

実 施 箇 所 数 

（ 児 童 館 ） 
   ― １４か所 １４か所 １４か所 １４か所 

 
利用者数は０歳～２歳児の月間延べ利用者数 

児童館は平成２７年度（２０１５年度）から地域子育て支援拠点として位置付けたもの 

 

【アンケートなどから捉えた現状と問題点】 

「現在、地域子育て支援拠点事業（子育て広場、つどいの広場など）を利用してい

ますか」の質問で、「地域子育て支援拠点事業（子育て広場、つどいの広場など）を利

用している」の割合が２３.２％、「その他市が実施している類似の事業を利用してい

る」の割合が５.２％となっています。 

「利用していない」の割合が７１.９％と高くなっていますが、保育園の入所となる

3歳以上では、「利用していない」の割合が 9割を超えています。 

 

【今後の方向性】 

様々な子育て支援事業を実施する子育て支援センターと、最も保護者に近い地域子

育て支援拠点施設である児童館のそれぞれの役割分担を整理し、両施設の持つ特性を

活かして連携することでより地域における子育て支援の充実につなげていきます。 

（月間） 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

見 込 み 量 ８，０１６人 ８，０６５人 ８，１１４人 ８，１６３人 ８，２１２人 

提

供

量 

子 育 て 支 援 

セ ン タ ー 
３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 

児 童 館 １４か所 １４か所 １４か所 １４か所 １４か所 
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（５）幼稚園等における一時預かり事業 ● ● ● ● ● ● ● 

幼稚園及び認定こども園（教育認定）が、通常の教育時間の前後や長期休業期間中

などに、保護者の要請に応じて実施する事業です。                                

（年間） 

 
平成２６年度 

（２０１４年度） 

平成２７年度 

（２０１５年度） 

平成２８年度 

（２０１６年度） 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

平成３０年度 

（２０１８年度） 

利 用 者 数 ２０,４２７人 １８,８３３人 ２３,７４３人 ２２,０６７人 ２６,１０７人 

実 施 箇 所 数 ５か所 ５か所 ５か所 ５か所 ５か所 

利用者数は年間の延べ利用者数 

 

【アンケートなどから捉えた現状と問題点】 

「子どもを預かるサービスを不定期に利用したか」の質問で、「利用していない」の

割合が８３.８％と最も高くなっており、「幼稚園の預かり保育」の割合については６.

７％となっています。 

事業の年間利用希望日数では、「幼稚園の預かり保育」の平均が９.５９日となってお

り、５歳では１１.２８日と最も高くなっています。 

幼稚園における一時預かり事業を実施していく中で、利用しやすい環境づくりに努

めて行く必要があります。 

 

【今後の方向性】 

幼稚園及び認定こども園（教育認定）の一時預かり事業は、１号認定による利用者

に対する大きな子育て支援の柱となるため、提供体制を充実していきます。また、２

号認定による利用者についても、多様な保育ニーズの受け皿として提供体制の確保に

努めます。 

（年間） 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

見

込

み

量 

１ 号 認 定 １,５６８人 １,５２２人 １,４２２人 １,３６０人 １,３２１人 

２ 号 認 定 ４４,１１１人 ４４,１１６人 ４２,４７２人 ４１,８５１人 ４１,８８８人 

計 ４５,６７９人 ４５,６３８人 ４３,８９４人 ４３,２１１人 ４３,２０９人 

実 施 箇 所 数 ５か所 ５か所 ５か所 ５か所 ５か所 

提 供 量 ６０,９１２人 ６０,９１２人 ６０,９１２人 ６０,９１２人 ６０,９１２人 

過 不 足 

（ 提 供 量 － 見 込 み 量 ） 
１５,２３３人 １５,２７４人 １７,０１８人 １７,７０１人 １７,７０３人 
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（６）保育園、ファミリー・サポート・センター事業（就学前児童）などにおける一時預かり事業 ● ● ●  

保護者が冠婚葬祭や育児疲れなどの理由により、家庭での保育が一時的に困難とな

った子どもについて、主として昼間、保育園、子育て支援センター、その他の場所で

一時的に預かる事業です。 

 

（年間） 

 
平成２６年度 

（２０１４年度） 

平成２７年度 

（２０１５年度） 

平成２８年度 

（２０１６年度） 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

平成３０年度 

（２０１８年度） 

保育園利用者数 ４０４人 ３４６人 ４５２人 ４１８人 ３８５人 

子育て支援セン

タ ー 利 用 者 数 
７０８人 ５９５人 ７５４人 １,１１８人 １,２９５人 

ファミリー・サポート・ 

セ ン タ ー 利 用 者 数 
５７６人 ５４８人 ８４５人 ７４９人 １,１９９人 

計 １,６８８人 １,４８９人 ２,０５１人 ２,２８５人 ２,８７９人 

実 施 箇 所 数 ２１か所 ２１か所 ２１か所 ２１か所 ２１か所 

 

利用者数は年間の延べ利用者数 

 

 

【アンケートなどから捉えた現状と問題点】 

「子どもを預かるサービスを不定期に利用したか」の質問で、「利用していない」の

割合が８３.８％と最も高くなっており、「一時預かり（緊急一時保育）」の割合につい

ては３.８％となっています。 

事業の年間利用希望日数では、「一時預かり（緊急一時保育）」の平均が８.７７日と

なっています。 

仕事と育児の両立による一時預かり事業へのニーズの他、核家族化や女性の就労継

続による身近な支援者の不在により、各一時預かり事業に対するニーズは、引き続き

高い水準で推移すると見込まれます。 

今後も、一時的に保育が困難となり支援を必要とする時に各事業につながるよう、

事業の周知や情報提供に努めていく必要があります。 
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【今後の方向性】 

保育園や子育て支援センターでの一時預かり事業を継続するとともに、ファミリー・

サポート・センターの援助会員の確保に努めます。 

 

 

（年間） 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

見 込 み 量 ２,８９７人 ２,９１８人 ２,９５５人 ２,９３１人 ２,９０９人 

実 施 箇 所 数 ２１か所 ２１か所 ２１か所 ２１か所 ２１か所 

提

供

量 

保 育 園 ９３６人 ９３６人 ９３６人 ９３６人 ９３６人 

子 育 て 支 援 

セ ン タ ー 
３,１９２人 ３,１９２人 ３,１９２人 ３,１９２人 ３,１９２人 

フ ァ ミ リ ー 

・ サ ポ ー ト 

・ セ ン タ ー 

１,５８４人 １,５８４人 １,５８４人 １,５８４人 １,５８４人 

計 ５,７１２人 ５,７１２人 ５,７１２人 ５,７１２人 ５,７１２人 

過 不 足 

（ 提 供 量 － 見 込 み 量 ） 
２,８１５人 ２,７９４人 ２,７５７人 ２,７８１人 ２,８０３人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

子育て広場 
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（７）病児・病後児保育事業 ● ● ● ● ● ● ● 

病気や病気回復期の児童で、保護者の就労などの理由で、保護者が養育できない場

合に、児童を保育する事業です。 

（年間） 

 
平成２６年度 

（２０１４年度） 

平成２７年度 

（２０１５年度） 

平成２８年度 

（２０１６年度） 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

平成３０年度 

（２０１８年度） 

病児病後児保育

事 業 利 用 者 数 
７人 １１８人 １３９人 １７３人 ２０６人 

実 施 箇 所 数 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

利用者数は年間の延べ利用者数 

平成２７年５月より病児病後児保育事業を実施（それまでは病後児保育事業を実施） 
 

【アンケートなどから捉えた現状と問題点】 

「この１年間に、子どもが病気やケガで通常の事業が利用できなかったことはある

か」の質問について、「あった」が８５.０％となっています。その対処方法として、「母

親が休んだ」と７０.８％が回答していることから、多くの保護者は緊急的に家庭での

養育を実施していることがわかります。 

「父親が休んだ」、「母親が休んだ」を選んだ人で「できれば病児・病後児保育施設

などを利用したい」との回答は３５.３％と潜在ニーズがあることがわかり、希望して

いる人の家庭環境などを踏まえた真のニーズを分析する必要があります。 
 

【今後の方向性】 

平成２７年（２０１５年）５月より、公立西知多総合病院の敷地内において病児・

病後児保育を開始し、毎年利用者数が増加しています。アンケート調査結果からは、

潜在ニーズがみられますが、病児病後児保育は子どもの体調の回復、祖父母の預かり

等によるキャンセルが多く、実際の利用者数は見込み量を下回る傾向があります。 

一方で、インフルエンザ流行時期等は、利用希望者が提供量を上回る場合があるこ

とから、市内の医療機関に対し病児病後児保育事業の実施の働きかけを行うなど、円

滑な事業実施に取り組みます。 

（年間） 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

見 込 み 量 ８５５人 ８５７人 ８５６人 ８５８人 ８５２人 

実 施 箇 所 数 １ １ １ １ １ 

提 供 量 ８７６人 ８７６人 ８７３人 ８７６人 ８７６人 

過 不 足 

（ 提 供 量 － 見 込 み 量 ） 
２１人 １９人 １７人 １８人 ２４人 
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（８）ファミリー・サポート・センター事業（就学児童） ● ● ● ● ● ● ● 

育児の援助を依頼したい人（依頼会員）と協力したい人（援助会員）が会員となっ

て、一時的に有償で子どもを自宅などで預かる相互援助活動組織です。依頼会員は小

学校６年生までの子どもを持つ保護者です。 

（年間） 

 
平成２６年度 

（２０１４年度） 

平成２７年度 

（２０１５年度） 

平成２８年度 

（２０１６年度） 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

平成３０年度 

（２０１８年度） 

依 頼 会 員 ５１５人 ５１１人 ５５３人 ５５２人 ５５９人 

援 助 会 員 １１８人 １１２人 １０９人 ９６人 ８７人 

両 方 会 員 ６９人 ６２人 ５２人 ５３人 ４５人 

利 用 者 数 １９２人 ３７７人 ６３３人 ７２６人 ８６７人 

 

利用者数は年間の延べ利用者数 

両方会員とは、依頼会員と援助会員の両方を兼ねる人 

 

 

【アンケートなどから捉えた現状と問題点】 

ファミリー・サポート・センター事業の利用希望として、低学年、高学年共に０．

０％である。利用希望の割合とは逆に、利用実績は年々増加し平成２７年度（２０１

５年度）から平成３０年度（２０１８年度）までの利用者数は２３０％の増加率とな

っているため、今後も利用者の増加を見込み、サービスが必要な人が利用できるよう

制度の周知に努める必要があります。 

 

【今後の方向性】 

依頼件数が増加する一方で、援助会員数は減少しているため、依頼会員のみでなく

援助会員増加のため、事業周知や登録時の講習会実施方法などの取り組みに努めます。 

 

（年間） 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

見 込 み 量 １，０３３人 １，０２４人 １，０２４人 １，０２５人 １，００５人 

提 供 量 １，５８４人 １，５８４人 １，５８４人 １，５８４人 １，５８４人 

過 不 足 

（提供量－見込み量） 
  ５５１人   ５６０人   ５６０人   ５５９人   ５７９人 
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（９）利用者支援事業 ● ● ● ● ● ● ● 

気軽に相談できる機会を提供するため、身近な場所での相談窓口として、しあわせ

村に妊産婦・子育て総合相談窓口、子育て総合支援センターに子育て相談窓口を設置

し、情報提供、助言等の必要な支援ともに、関係機関との連絡調整、連携を行い、妊

娠期から子育て期まで切れ目のない支援を行います。 
 

①子育て相談窓口 

子育て支援専門員を配置し、子どもへの関わり方や、個々の状況に応じた子育てサ

ービスに関する情報提供を行うとともに、サービスが円滑に利用できるように対応し

ています。 
 

②妊産婦・子育て総合相談窓口 

母子保健コーディネーターを配置し、母子健康手帳交付時の面接指導を行い、支援

を必要とする妊婦の支援プランを作成して継続的な支援を行います。また、妊娠中の

心配事や子どもの発育・発達、離乳食、予防接種などの相談に対応します。 
 

【現状と問題点】 

「就学前児童の保護者の気軽に相談できる相談先」の質問で、「子育て支援センター」

１３．５％、保健センター（しあわせ村）８．０％となっています。子育て家庭に広

く利用者支援事業を周知して、相談先の認知度を高めるとともに、多様化している相

談に対応するため、関係機関との連携強化を図る必要があります。 
 

【今後の方向性】 

早い時期から個々の状況に合わせた子育てサービス等につなげ支援をするため、今

後も育児不安感・困難感等を抱え支援を必要とする世帯が、必要な時に適切なサービ

スにつながるきっかけとなる各相談窓口の周知に努めるとともに、関係機関との連携

の強化を図っていきます。 

 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

見 込 み 箇 所 数 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 

 
母 子 保 健 型 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

基 本 型 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

実 施 箇 所 数 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 

 
母 子 保 健 型 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

基 本 型 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 
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（10）妊婦健康診査 ● ● ● ● ● ● ● 

母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１３条に基づき、健やかな子どもを産

み育てるため、妊娠期の異常の早期発見、早期治療を目的として健康診査を行う事業

です。 

 
平成２６年度 

（２０１４年度） 

平成２７年度 

（２０１５年度） 

平成２８年度 

（２０１６年度） 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

平成３０年度 

（２０１８年度） 

健 診 受 診 者 

（ １ 回 目 ） 
１,１６９人 １,２１１人 １,１６４人 １,１２７人 １,０４５人 

県 外 補 助 分 

（ 1 回 目 ） 
１１人 ９人 ８人 ５人 ９人 

 

【現状と問題点】 

妊娠１１週までに妊娠届出を行う人が９５％で、大多数の人が妊娠初期から妊婦健

診を受けています。しかし、妊娠１２週以降の人が約５％おり、妊娠初期の健診受診

や保健指導の機会を逸している状況です。今後も早期の妊娠の届出を促す必要があり

ます。 

 

【今後の方向性】 

核家族化や都市化の進展、女性の社会進出の増加に伴い子どもやその保護者を取り

巻く環境が急速に変化し、子育てに不安を感じる人も増えており、育児支援の要望も

増加しています。産科などの定期受診を行わず、出産間際に初めて医療機関を受診す

る飛び込み出産など母子ともに危険な出産もあります。今後もホームページなどで妊

婦健診についての情報を周知するとともに、早期の妊娠の届出を促し、適切な保健指

導や治療に努めます。 

 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

推 計 値 １,０６４人 １,０６０人 １,０５０人 １,０４２人 １,０３５人 

実 施 体 制 

・実施場所 県内及び県外医療機関 

・実施体制 妊婦健診受診票を母子健康手帳交付時に発行。県外医療機関受

診者には補助金を交付 

・検査項目 一般妊婦健診、子宮がん検診、Ｂ型肝炎抗原検査、梅毒検査な

ど 

・実施時期 妊娠期 
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（11）乳児家庭全戸訪問事業 ● ● ● ● ● ● ● 

生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を、助産師・看護師・保健師が訪問する

事業です。 

 

 

 
平成２６年度 

（２０１４年度） 

平成２７年度 

（２０１５年度） 

平成２８年度 

（２０１６年度） 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

平成３０年度 

（２０１８年度） 

出 生 数 １,２０９人 １,２０７人 １,２１０人 １,１３０人 １,１７２人 

訪 問 数 １,１００人 １,０９５人 １,１１１人 １,０８２人 １,００９人 

訪 問 数 

（市外へ依頼分） 

  ３６人 ４３人 ３４人 

訪 問 率 ９１．０％ ９０．７％ ９４．８％ ９９．６％ ８９．０％ 

 

 

【現状と問題点】 

出産直後の不安の強い時期に実施するのが望ましく、里帰り期間の長期化により、

訪問時期が生後４か月頃になる場合もあります。育児不安や養育困難などが継続しな

いよう、早期の訪問が必要です。 

 

 

【今後の方向性】 

里帰り出産などの何らかの事情を除き、必要な家庭に早期に訪問できるようにしま

す。特に、育児不安や養育困難などを把握し、継続した子育て支援につなげます。 

また、里帰り出産が長期化する場合は、里帰り先自治体へ訪問を依頼するなど全員

へ支援が届くようにします。 

 

 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

推 計 値 １,０６４人 １,０６０人 １,０５０人 １,０４２人 １,０３５人 

実 施 体 制 

助産師・看護師・保健師が生後４か月までの乳児家庭に対して全戸訪問を実

施している。里帰り先の市町村や、医療機関などと連携をとり、全家庭の状

況の把握に努める。 
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（12）養育支援訪問事業 ● ● ● ● ● ● ● 

養育困難な家庭、配慮が必要な家庭などに対して、養育に関する専門的な相談指導・

助言を行う保育士・助産師・保健師、家事援助などを行うヘルパー・育児経験者など

の派遣を行います。また、出産前で特に支援が必要と認められる妊婦に対しても同様

の支援を行います。 

 

 

 
平成２６年度 

（２０１４年度） 

平成２７年度 

（２０１５年度） 

平成２８年度 

（２０１６年度） 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

平成３０年度 

（２０１８年度） 

訪 問 件 数 ４３２件 ５０３件 ４３３件 ４０６件 １６７件 

 

 

【現状と問題点】 

妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を、関係部署の保健師、助産師、保育士

等専門スタッフが連携して取り組み、平成２９年度（２０１７年度）から特に妊娠期

から産後の支援の充実を図り、早期に支援に入れる仕組みが整ってきています。これ

により重症化し長期化する件数が減少しているものの、育児困難感等を抱え支援を必

要とする世帯が一定数あるため、引き続き関係部署の連携を密に支援に取り組む必要

があります。 

 

 

【今後の方向性】 

今後も引き続き、保育士、ヘルパー、助産師、保健師又は育児経験者などの派遣を

行い、定期的な支援により養育者の不安や負担感の軽減、育児スキルの向上を図りな

がら、児童虐待の未然防止の視点からも訪問による支援を実施していきます。 

 

 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

推 計 値 １８８件 １８８件 １８９件 １８８件 １８６件 

実 施 体 制 

乳児家庭全戸訪問事業などにより、養育上、支援が必要な家庭には、保育士、

ヘルパー、助産師、保健師又は育児経験者などを派遣し、継続的な訪問を実施

している。 
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（13）実費徴収に係る補足給付を行う事業 ● ● ● ● ● ● ● 

特定教育・保育施設などの利用者負担額については、市の条例や規則により設定す

ることとされていますが、施設が独自に額を決めて徴収を行う実費負担の部分につい

て、低所得者等の負担軽減を図るため、公費による補助を行う事業です。 

 本市では、令和元年（２０１９年）１０月からの幼児教育・保育の無償化より、国

が設定した実費徴収に係る補足給付である「新制度に移行していない幼稚園等の利用

者に対する副食費の補助」を実施するとともに、国の基準に該当しない第 3子以降の

児童に対しても、市独自の施策として補助を実施しています。 

 

【今後の方向性】 

事業の拡充については、国や愛知県の動向を踏まえるとともに、市民ニーズなどを

把握して検討していきます。 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

見 込 み 量 ３００人 ２９２人 ２７４人 ２６３人 ２５６人 

提 供 量 ３００人 ２９２人 ２７４人 ２６３人 ２５６人 

過 不 足 

（ 提 供 量 － 見 込 み 量 ） 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

※市独自施策分を含む 

 

（14）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 ● ● ● ●  

安心こどもプランの推進や子ども・子育て支援新制度の円滑な実施に向け、事業の

拡大をはかることが必要な保育所、小規模保育事業、認定こども園を始め、一時預か

り事業や地域子育て支援拠点事業などの地域子ども・子育て支援事業に参入する事業

者への支援を促進していくことが必要となっています。 

 

【今後の方向性】 

地域の教育・保育需要に沿った教育・保育施設、地域子ども・子育て支援事業の量

的拡大を進めるために、事業運営や事業実施に関する相談・助言、事業実施に当たっ

ての連携先の紹介など、運営を支援します。 
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５ 教育・保育給付における教育・保育の一体的提供やその推進体制の確保 

認定こども園が幼稚園及び保育所の機能をあわせ持ち、保護者の就労状況やその変

化等によらず柔軟に子どもを受け入れられる施設であることを踏まえ、適切な情報提

供等を行うなど、認定こども園への移行を検討する既存の幼稚園に対し、移行支援を

行います。また、認定こども園に対する市民の理解が得られるよう、今後は市民に対

して様々な媒体を利用しながら、広く認定こども園についての周知に努め、利用の促

進を図ります。 

さらに、子どもやその保護者が安心して教育・保育サービスを利用できるよう、現

在実施している保育士や幼稚園教諭の合同研修を継続し、それぞれの資質の向上を促

します。 

 

 

６ 子育てのための施設利用給付の円滑な実施の確保の内容に関する事項 

幼児教育の負担軽減を図る少子化対策や生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教

育の重要性に鑑み、国の施策として幼児教育・保育の無償化を実施するため、子ども・

子育て支援法が改正され、令和元年（２０１９年）１０月１日に施行されました。こ

の改正により、従来から子ども・子育て支援新制度における「子どものための教育・

保育給付」により給付対象とされていた幼稚園、保育所等の保育料が無償化されるほ

か、これまで法に位置づけされていなかった新制度に移行していない幼稚園や認可外

保育施設、幼稚園預かり保育等を利用した際の利用料に対する給付制度が「子育ての

ための施設等利用給付」として創設されることとなりました。 

そのため、この新たな給付について、特定子ども・子育て支援施設等の運用に支障

がないよう必要な様式や給付方法等について定めます。また、特定子ども・子育て支

援施設等の確認や公示、指導監督等の法に基づく事務の執行や権限の行使について認

可外保育施設の監査状況等の情報提供を県に依頼する等、県と連携して実施します。 
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第６章 計画の進行管理 
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１ 施策の実施状況の点検 

本計画の適切な進行管理を進めるため、施策の状況について把握するとともに、「東

海市子ども・子育て支援会議」において点検・評価し、その結果を公表し、また、必

要な対応を実施するものとします。 

「施策の展開」については、第６次東海市総合計画などの成果指標の推移を評価・

分析することにより、事業の検証を行います。 

「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策」について、

年度ごとに見込み量と確保方策を示していることから、毎年実施状況及び進捗状況を

管理し、利用者の動向などをみながら、翌年度の事業展開に生かしていきます。 

 

 

 

２ 国・県等との連携 

本計画に掲げる取り組みについては、本市が単独で実施できるもののほかに、制度

や法律に基づく事業もあるため、国や県、近隣市町との連携を深め、必要に応じて協

力要請を行い、計画を進めます。 

具体的には、①子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する施策と

の連携、②労働者の職業生活と家庭生活の両立が図られるようにするために必要な雇

用環境の整備に関する施策との連携において、児童虐待防止対策の充実・社会的養護

体制・ひとり親家庭の自立支援・障害児施策の充実など専門的かつ広域的な観点から

の県との連携・推進、また、県を通して、産業界や事業者に対する雇用環境の整備に

向けた働きかけを要請します。 
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 参考資料 
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１ 本制度により制定した市の条例 

（１）東海市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例 ● ● ● ● ● 

平成２６年９月３０日条例第３６号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３４条の８の２第１項

の規定に基づき、放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 

（放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準） 

第２条 放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準は、放課後児童健全育成事業の設

備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６３号）で定める基準をもってそ

の基準とする。 

 

附 則 

１ この条例は、市長が定める日から施行する。 

（平成 27年規則第 1号で平成 27年 4月 1日から施行） 

２ この条例の施行の際現に放課後児童健全育成事業を行っている場所に設ける遊び及

び生活の場としての機能並びに静養するための機能を備えた区画(以下「専用区画」とい

う。)のうち、その面積が第２条の規定に適合しないものについては、市長が定める日ま

での間、当該規定中専用区画の面積に関する部分は、適用しない。 

（平成 27年規則第 2号で平成 32年 3月 31 日） 
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（２）東海市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例 ● ● ● ● 

平成２６年９月３０日条例第３７号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３４条第２項

及び第４６条第２項の規定に基づき、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営の基準に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準） 

第２条 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準は、特定教育・保育施

設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）で定め

る基準をもってその基準とする。 

 

附 則 

この条例は、市長が定める日から施行する。 

（平成 27年規則第 4号で平成 27年 4月 1日から施行） 

附 則（令和元年条例第 45号） 

この条例は、令和元年 10月 1日から施行する。 

 

（３）東海市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例 ● ● ● ● 

平成２６年９月３０日条例第３８号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号)第３４条の１６第１項の規

定に基づき、家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関し必要な事項を定めるものと

する。 

 

（家庭的保育事業等の設備及び運営の基準） 

第２条 家庭的保育事業等の設備及び運営の基準は、家庭的保育事業等の設備及び運営に

関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）で定める基準をもってその基準とする。 

 

附 則 

この条例は、市長が定める日から施行する。 

（平成 27年規則第 5号で平成 27年 4月 1日から施行） 
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２ 東海市子ども・子育て支援会議 

（１）東海市子ども・子育て支援会議設置要綱 ● ● ● ● ● ● ● 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援に関する事業について、ニーズに即した効果的かつ効率的な

運用を実施するにあたり、子どもの教育・保育、子育て支援事業を総合的に進めること

を目的とし、子ども・子育て関係者等から広く意見を聴取するため、東海市子ども・子

育て支援会議（以下「会議」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 会議は、次に掲げる事項をつかさどる。 

（１） 東海市子ども・子育て支援事業計画に関すること。 

（２） 東海市次世代育成支援行動計画に関すること。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、子ども・子育て支援に関すること。 

 

（組織） 

第３条 会議は、委員１４人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

（１） 学識経験者 

（２） 児童福祉関係団体を代表する者 

（３） 商工業者で組織する団体を代表する者 

（４） 子育て支援事業を実施する特定非営利活動法人を代表する者 

（５） 幼稚園関係者 

（６） 主任児童委員を代表する者 

（７） 保健所の職員 

（８） 小学校又は中学校の教員 

（９） 市内に住所を有する者 

（10） 市の職員 

３ 市長は、前項第９号の委員を委嘱しようとするときは、東海市審議会等の委員の公募

に関する条例（平成１６年東海市条例第１１号）の定めるところにより、当該委員の公

募を実施するものとする。 

 

（委員の任期等） 

第４条 委員の任期は、委嘱のあった日から２年とし、再任を妨げないものとする。ただ

し、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 市長は、特別な理由があるときは、委員の任期中であっても解嘱することができる。 

３ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。また、その職を退いた

後も同様とする。 
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（会長） 

第５条 会議に会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員が、

その職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 会議は、会長が招集する。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席者がなければ、開くことができない。 

 

（庶務） 

第７条 会議の庶務は、市民福祉部女性・子ども課において処理する。 

 

（雑則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に必要な事項は、会長が定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２５年７月２日から施行する。 

２ この要綱の施行の際現に改正前の平成２５年度東海市次世代育成支援対策地域協議

会設置要綱第３条第２項の規定による次世代育成支援対策地域協議会の委員である者

は、改正後の東海市子ども・子育て支援会議設置要綱（以下「新要綱」という。）第３条

第２項の規定により会議の委員に委嘱し、又は任命されたものとみなし、その任期は、

新要綱第４条第１項の規定にかかわらず、平成２７年３月３１日までとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成 26年４月１日から施行する。 
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（２）東海市子ども・子育て支援事業計画推進会議設置要綱 ● ● ● ● ● ●  

（設置） 

第１条 東海市子ども・子育て支援事業計画に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、東海市子ども・子育て支援事業計画推進会議（以下「推進会議」という。）を置

く。 

 

（所掌事項） 

第２条 推進会議の所掌事務は、次のとおりとする。 

東海市子ども・子育て支援事業計画の策定に関すること。 

東海市子ども・子育て支援事業計画の推進に関すること。 

その他子ども・子育て支援の推進に関すること。 

 

（組織） 

第３条 推進会議は、委員長及び７人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員長は、女性・子ども課長の職にある者をもって充てる。 

３ 委員は、市長が委員を命じた職員とする。 

 

（委員長の職務） 

第４条 委員長は、会務を総理する。 

２ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委

員がその職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 推進会議は、委員長が必要と認めるときに招集する。 

２ 推進会議においては、委員長が議長となる。 

３ 委員長は、必要に応じて、関係職員の出席を求めることができる。 

 

（庶務） 

第６条 推進会議の庶務は、市民福祉部女性・子ども課において処理する。 

 

（雑則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、委員長が定

める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  
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（３）東海市子ども・子育て支援会議委員名簿 ● ● ● ● ● ● ● 

 

役職区分 氏  名 所属団体等 

会  長 中村  強士 日本福祉大学社会福祉学部准教授 

会長職務代理者 深谷  陽子 東海市保育事業協会副会長 

委  員 

古谷  仁彦 東海市子ども会連絡協議会会長 

新美 真由美 東海市立名和東児童館 母親クラブ会長 

雪 丸  唯 
東海市立加木屋南保育園 

保護者会副会長（書記） 

今脇   啓二 東海商工会議所事務局長 

鳴海  啓子 
特定非営利活動法人 

学童保育ざりがにクラブ理事 

水越  省三 葵名和幼稚園園長 

小 野  敬 江 主任児童委員 

杉原   孝子 知多保健所 健康支援課長 

関川  植美 渡内小学校校務主任 

曽田  実峰 公募 

服部  淳子 公募 

川口  満子 大田保育園園長 
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（４）東海市子ども・子育て支援事業計画推進会議委員名簿 ● ● ● ● ● ● ● 

 

役職区分 氏  名 課等名 職名 

委員長 辻  聡 子 女性・子ども課 課長 

委  員 

早川  祐子 健康推進課 指導保健師 

増山  勇也 国保課 統括主任 

高橋  佳史 学校教育課 指導主事 

清雲  瑞紀 社会教育課 主事 

天木  大祐 商工労政課 主幹 

橘  洋 子 幼児保育課 課長 

草場 利津子 幼児保育課 指導保育士 

事務局 山内 ふみえ 女性・子ども課 統括主任 
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（５）協議経過 ● ● ● ● ● ● ● 

東海市子ども・子育て支援会議 

回 開催日 協議内容等 

令和元年度 第１回 
令和元年 
７月３日 

・第１期子ども・子育て支援事業計画の課題につ
いて 

・第２期子ども・子育て支援事業計画の策定方針
について 

令和元年度 第２回 
令和元年 
10月７日 

・第２期子ども・子育て支援事業計画（案）につ
いて 

令和元年度 第３回 
令和元年 
11月１日 

・第２期子ども・子育て支援事業計画（案）につ
いて 

・パブリックコメントの実施について 

令和元年度 第４回 
令和２年 
１月 15日 

・第２期子ども・子育て支援事業計画（案）につ
いて 

・パブリックコメントの実施結果について 

 

東海市子ども・子育て支援事業計画推進会議 

回 開催日 協議内容等 

令和元年度 第１回 
令和元年 
９月 10日 

・第２期東海市子ども・子育て支援事業計画(案)
について 

令和元年度 第２回 
令和元年 
10月 21日 

・第２期東海市子ども・子育て支援事業計画(案)
について 

・子ども・子育て支援会議での質問事項について 

令和元年度 第３回 
令和元年 
12月 20日 

・第２期東海市子ども・子育て支援事業計画(案)
について 

・パブリックコメントの実施結果について 
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３ 地域子ども・子育て支援事業（13事業）の用語説明 

 

No 事業名称 事業概要 

① 
延長保育事業 保育認定を受けた子どもについて、保育園等で通常の利用時間

帯以外での保育を実施する事業 

② 

放課後児童健全育成 

事業 

保護者が労働などの理由により昼間家庭にいない小学校に就学

している児童に対し、授業の終了後に小学校の余裕教室などを

利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を

図る事業 

③ 

子育て短期支援事業 保護者が疾病などの理由により家庭において養育を受けること

が一時的に困難となった児童について、児童養護施設などに入

所させ、必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事業（ショ

ートステイ事業）及び夜間養護等事業（トワイライトステイ事

業）） 

④ 

地域子育て支援 

拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育

てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業

（例：子育て支援センターなど） 

⑤ 

一時預かり事業 家庭での保育が一時的に困難となった乳幼児について、主とし

て昼間に、保育園や子育て支援センターなどにおいて、一時的

に預かる事業 

⑥ 

病児・病後児保育 

事業 

子どもが病中又は病気の回復期にあって、集団保育が困難な期

間、保育園や医療機関などに付設された専用スペースにおいて

保育及び看護ケアを実施する事業 

⑦ 

ファミリー・ 

サポート・センター 

事業 

子育てを手助けしてほしい乳幼児や小学生の保護者（依頼会員）

と手助けをしたい人（援助会員）が共に会員になって行う相互

援助活動に関する連絡・調整をする事業 

⑧ 

利用者支援事業 妊娠期から子育て期の相談窓口で、妊娠・出産・子育て相談を

はじめ、保育園や幼稚園、地域の子育て支援事業などの情報提

供を行い、必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関

との連絡調整等を実施する事業 

⑨ 

妊婦健康診査 妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査

として、健康状態の把握、検査、計測、保健指導を実施すると

ともに、妊娠期間中に必要に応じた医学的検査を実施する事業 

⑩ 
乳児家庭全戸訪問 

事業 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支

援に関する情報提供や養育環境などの把握を行う事業 

⑪ 

養育支援訪問事業 養育を支援することが特に必要と認められる家庭に対して、そ

の養育が適切に行われるよう、保健師・助産師・保育士・ヘル

パー等がその居宅を訪問し、養育に関する相談・指導・助言そ

の他必要な支援を行う事業 

⑫ 

実費徴収に係る補足 

給付を行う事業 

低所得で生計が困難である者等の子どもが、特定教育・保育等

又は特定子ども・子育て支援を受けた場合において、当該保護

者が支払うべき実費徴収に係る費用の一部を補助する事業 

⑬ 

多様な主体が本制度 

に参入することを 

促進するための事業 

特定教育・保育施設などへの民間事業者の参入の促進に関する

調査研究、その他多様な事業者の能力を活用した特定教育・保

育施設などの設置又は運営を促進するための事業 
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４ 指標の説明 

 

No 指標名 算出方法 

１ 

子育てがしやすいまちであると感じ

ている人の割合 

市民アンケートで「そう思う」「どちらかといえ

ばそう思う」と回答した人の数／アンケート回

答総数×100 
第６次総合計画 まちづくり指標11 

２ 

子どもの教育について学校、家庭、

地域の連携が十分にできていると思

う人の割合 

市民アンケートで「そう思う」「どちらかといえ

ばそう思う」と回答した人の数／アンケート回

答総数×100 
第６次総合計画 まちづくり指標17 

３ 

多様な保育ニーズに対応できる場所

があると思う人の割合 

市民アンケート「子育てがしやすいまちである」

で「そう思う」「どちらかといえばそう思う」か

つ、理由として「多様な保育ニーズに対応でき

る場所がある」と回答した人の数／アンケート

回答総数×100 第６次総合計画 成果指標 8-1-2 

４ 

気軽に相談できる機関がある障害者

（その家族）の割合 

市民アンケートで「「そう思う」「どちらかとい

えばそう思う」と回答した人（家族の中に障害

者手帳の交付を受けている方）の数／アンケー

ト回答総数（家族の中に障害者手帳の交付を受

けている方）×100 第６次総合計画 成果指標 7-2-2 

５ 

地域で子どもを育む活動をしたこと

のある大人や若者の割合 
市民アンケートで「はい」と回答した人の数／

アンケート回答総数×100 

第６次総合計画 まちづくり指標12 

６ 

地域全体で子どもが育っていると感

じている人の割合 

市民アンケートで「そう思う」「どちらかといえ

ばそう思う」と回答した人の数／アンケート回

答総数×100 
第６次総合計画 成果指標 11-2-1 

７ 

子育て支援センターを利用した延人

数 

子育て総合支援センター、北部子育て支援セン

ター及び南部子育て支援センターの年間延べ利

用者数 
－ 

８ 
児童館総来館者数 

児童館の年間延べ利用者数 

第６次総合計画 まちづくり指標13 

９ 

市や地域が開催した親子又は子ども

対象の事業が充実していると思う人

の割合 

市民アンケートで「そう思う」「どちらかといえ

ばそう思う」と回答した人の数／アンケート回

答総数×100 
第６次総合計画 成果指標 9-2-2 
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No 指標名 算出方法 

10 

地域で行われる異年齢交流事業の参

加者数 

１年間に地域が活動主体となり、子どもや大人

の異年齢交流をとおして地域ぐるみで子ども

の成長を進めている事業の参加者数 
第６次総合計画 成果指標 11-2-2 

11 

さまざまな立場の人が働きやすい環

境が確保されていると思う人の割合 

市民アンケートで「そう思う」「どちらかといえ

ばそう思う」と回答した人の数／アンケート回

答総数×100 
第６次総合計画 まちづくり指標 38 

12 

法を上回る基準の育児介護休業制度

を規定している事業所の割合 
事業所アンケートで「規定している」と回答し

た事業所の数／アンケート回答総数×100 

男女共同参画基本計画 

13 

保育園の待機児童数 

１年間に保育園に入所できなくて待機してい

る児童の数（4 月 1 日及び 10 月 1 日現在の待

機児童数） 

※待機児童:調査日時点において、入所申込書

が提出されており、入所要件に該当している

が、入所していない者（認可外保育施設利用料

補助金を受けている者を除く） 
第６次総合計画 成果指標 8-1-1 

14 

結婚応援活動（自主事業・サポーター

事業等）事業の開催回数 
結婚応援センターの自主講座・結婚応援サポー

ター事業の年間開催回数 

－ 

15 

子育てに関して気軽に相談できる機

会があると思う人の割合 

市民アンケート「子育てがしやすいまちであ

る」で「そう思う」「どちらかといえばそう思う」

かつ、理由として「子育てに関して気軽に相談

できる機会がある」と回答した人の数／アンケ

ート回答総数×100 第６次総合計画 成果指標 8-2-1 

16 

妊娠届出書を妊娠満１１週以内に届

けた人の割合 

１年間に妊娠届出書を提出した人（出産後に届

け出た人を含む）のうち、妊娠満１１週以内に

届けた人の数／妊娠届出総数（出産後に届け出

た人を含む）×100 － 

17 

乳児（４か月児）健診において「ゆっ

たりとした気分で子と過ごせるか」

に「はい」と答えた人 

乳児（４か月児）健診において「ゆったりとし

た気分で子と過ごせるか」に「はい」と答えた

人 
第３次総合福祉計画指標 38 

18 
不妊治療助成金申請件数 

１年間の不妊治療費助成金の申請件数 

－ 
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